
I. は じ め に

未曽有の被害をもたらした東日本大震災（以下，「大

震災」という）は，最大震度7の地震動，巨大津波，

原子力発電所事故を伴い，関東大震災につぐ歴史的災

害であった。そのなかで福島県内では農業用ため池

（藤沼湖）が決壊し，8名の犠牲者を伴った。災害は，

文明社会の発展とともに進化し，防災の基本である自

助・共助も，人口・年齢・職業などの社会的構成の変

化に伴いそのあり方も大きく変貌する。高い「戦闘

モード」に突入する大規模な自然災害においては，相

互連携，情報共有，常時の訓練を踏まえた備えが不可

欠である1)。

農地・農業用施設等（以下，「農業インフラ」とい

う）においては，発災時にどのような備えが必要で，

応急対応時に何をなし得なければならないのか。大震

災の教訓を踏まえて，今後，どのようにして「災害に

強い農村」を形成していくべきであろうか。

本報では，災害対策基本法に基づく指定公共機関で

ある農研機構農村工学研究所（平成 28 年 4 月に 4 法

人統合に伴い，農村工学研究部門に改組，以下，「農工

研」という）が，大震災の教訓を踏まえ，想定される

南海トラフ地震や首都直下型地震などの巨大災害に備

えるために取り組んでいる技術開発や人材育成を紹介

する。

II. 東日本大震災の特性

1. 被害の広域性・甚大性

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分 01 秒，三陸沖，牡

鹿半島の東南東130 km付近，深さ24 kmを震源とす

るMw 9.0 の地震が発生，「東北地方太平洋沖地震」

と命名された。この地震は，海溝型で，規模は国内観

測史上最大，20 世紀以降では世界で4番目であり，宮

城県北部で最大震度7，東北・関東8 県で震度6 以上

など，東日本を中心に日本列島全体が大きく揺れた。

地震により最大遡上高 40.5m の大津波が発生し，震

源域に近い東日本太平洋沿岸部で約56,000 haが浸水

し，農地では約 23,000 haが冠水，深刻な塩害と排水

機能麻痺を引き起こした。さらに液状化現象，地盤沈

下などによって，東北および関東の広大な範囲の沿岸

部の農業インフラに甚大な被災が発生した。この未曽

有の津波被災に加えて，内陸部でも強震動によって農

業水利施設に甚大な被災が生じた。図-1 に，東北地

方大平洋沖地震の推計震度マップに農業インフラの被

災箇所の分布を示す。大震災の農業インフラ被害が，

いかに広範だったか理解できる。

図-1 推計震度と農業インフラ被災マップ

図-2 では，大震災に伴う市町村ごとの農業インフ

ラの被災密度（＝被害総額を当該市町村の耕地面積

（ha）で除した値）と当該市町村の平均推計震度の関

係をグラフにした。全般に高い密度水準の三角印は沿

岸域の津波被災市町村，四角印は地震動に伴う被災市

町村である。回帰線①と②がおのおの示すように，震
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度が大きいほど被災密度が大きいことが分かる。ま

た，図中Aは津波被害甚大，Bは地震動被害甚大，C

は液状化甚大のエリアと符合する2)。

2. 農業インフラの増大と災害の進化

「災害は進化する」とは都市防災分野で語られてい

る言葉であるが，これは日本の農林水産地域でも当て

はまる。図-3（a）は，日本国内の異常災害に伴う農林

水産被害額を昭和 39 年から 50 年間を 5年ごとに合

計し，施設と生産物被害額に分けた割合の推移であ

る。昭和期には生産物被害額が過半を占めたが，平成

期以降は施設被害額が拡大，平成 21〜25年のシェア

は9割5分を超えている。ちなみに，大震災による農

林水産関係被害額 2兆 3千億円の内，生産物被害額は

3％であった。

図-3（b）は同被害額の災害種別で，施設被害の少な

い冷害・干ばつ等と大きな被害を伴う地震・風水害等

に分けた推移である。昭和期は冷害・干ばつ被害額が

3〜4割を占めたが，平成 16 年以降ではシェアが 2％

に満たない2)。

農業インフラ被害のシェア増大に連動して，被災形

態が変化している。大震災での津波浸水被害では，広

大な塩害農地の発生とともに，沿岸域の都市化に伴う

自動車，倒壊建物などの膨大ながれきの農地堆積と表

土流失が同時に発生していた。特に農地土壌中に残っ

た釘やガラス片などの微細がれきのふるい分け処理や

地盤沈下対策，農地の客土には多大な復旧費用を要し

た。また，復旧工事後も排水機場の維持管理コスト上

昇が懸念されている（写真-1）。

今回の大震災で特に留意すべきは，藤沼湖の決壊・

氾濫による人命災害が発生したことである。図-4は，

須賀川市長沼地区内の藤沼湖氾濫域で，実線が実際の
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図-2 震度と農業インフラの被災密度

図-3 農業水産被害の被災対象別割合（a）と災害種別割合

（b）の推移 写真-1 津波によるがれき堆積と塩害農地



氾濫エリア，水深別の色分けが，農工研の簡易氾濫解

析ソフトの結果である。

発災時には福島県本庁および出先事務所と東北農政

局庁舎が損壊し，連絡通信が不能になるなど，本災害

事案が国土交通省ルートで農林水産本省へ伝えられた

のは，発災7 時間後であった。近年，気候変動に伴う

豪雨災害の頻発化の影響もあり，最近 10 年間で平均

50カ所のため池が年ごとに決壊しているが，大震災

は農業インフラが自然災害によって人命・財産に対す

る重大なリスクを有することを再認識させた。

3. 国民生活への影響

わが国は，戦後の急激な経済成長に伴い社会・経済

資本蓄積が進み，その成長や快適な国民生活を維持す

るため，全国各地に原子力発電所が建設されている。

大震災の特性の一つである福島第一原子力発電所事故

に伴う放射性物質汚染は，人体への直接的な影響懸念

にとどまらず，汚染された地域で生産される農産物や

食品に対する国民の不安が増大した。それに対応する

ため，震災直後に対策本部を立ち上げた農研機構で

は，農業環境技術研究所などの協力を得て，放射性物

質汚染のモニタリング（図-5），農産物・食品への安

全性確認と除染技術の開発実証に関する技術支援を

行ってきた3)。

また，発災直後には一時最大47万人（推計）の被災

難民が発生し，大量の食料・飲料水などの支援物資の

供給を要した面でも国民生活に影響を及ぼした。

ところで，災害対策基本法が制定された昭和 36 年

は，高度経済成長期であり，年齢構成も若者が多く，

農村から大都市圏に人口が流入していた。その後，半

世紀を経て，経済成長の鈍化，人口減少局面へ転換，

少子化・高齢化の進展等，大都市部への人口・財の集

中，地方部の過疎化等，社会環境等が大きく変化して

いる。農業土木関係者にとっても，大震災は，「災害に

強い農村」という防災・災害対策のあり方を強く意識

させる契機になったといえよう。

III. 東日本大震災の教訓

1. グローバル化時代の防災教訓

災害対策基本法は，大震災を契機に平成25年と26

年の 2回にわたって改正された。これにより「減災」

「連携協力」「科学的知見や教訓の改善」「国際発信・貢

献」など，新たな防災理念が防災計画に組み込まれた。

また，国土強靱化法の制定により，耐震・耐豪雨ハー

ド対策と併せてハザードマップなどのソフト対策整備

が必要とされた。そして，日本国政府は，これら防災

・減災対策を第 3回国連防災世界会議（平成 27 年 3

月）で打ち出し，6月の国連総会で「グローバルな防災

主流化」が全会一致で決議された。農工研では，世界

会議関連行事として東北農政局などとの共催で農業・

農村に関するシンポジウムを行い，大震災の教訓を総

括し，図-6 のように国際貢献に資する農村防災・減

災対策を整理した2)。

日本は，周囲を海に囲まれ平和な国と言えるが，そ

の一方，大震災などの惨事や火山噴火，台風・豪雨の

常襲など，自然災害が起これば「戦闘モード」になる。

我々農業土木関係者は大震災を教訓とし，農村防災が

強靱な国土形成に資することを重大な使命として自覚

する必要がある。まず，図-6左下第 1 の「人命」最優

先では，藤沼湖決壊による氾濫で尊い犠牲を払ったこ

とを踏まえ，惨事を繰り返さないため，大災害時に人

的被害を発生させる恐れのある施設の防災対策が必要
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図-4 藤沼湖の氾濫域

図-5 農地土壌の放射性セシウム濃度

（農業環境技術研究所が作成）



である。たとえば，南海トラフ地震の被害想定区域に

は全国の基幹的水利施設の 3割があるといわれてい

る。特にダム・ため池では，耐震性評価にとどまら

ず，人命に関わる災害リスクを適切に評価・共有し，

地元自治体や土地改良区と連携した応急対応が可能な

支援体制の確立が必須となる。

第 2 と第 3 の「災害想定」と「科学技術と ICT活

用」では，災害後の農業インフラの復旧の遅れが農業

経営と地域農業の衰えにつながることに留意し，施設

整備・更新・復旧に当たっては，耐震・耐水改良に

よって施設自体の防災・減災力の向上を図ることが大

切である。加えて，大災害時には一般通信網が遮断さ

れるため，ICTをフル活用した的確な被害想定や迅速

な被害把握とともに，いかなる場合でも災害対応を支

援できる情報システムの構築が必要である。

第 4 の「人材育成」では，これまで地元に委ねられ

てきた土地改良施設管理に対し，災害リスクを的確に

把握し行動できる農村防災技術者の育成が急務であ

る。また，第5の「国際連携」では，気候変動に伴い

年々災害リスクが高まる中，最先端の「防災・災害対

策技術」による国際貢献が，期待されている1)。

2. 水土里災害派遣隊と防災教訓

国の防災基本計画では，「防災とは，国土並びに国民

の生命，身体及び財産を災害から保護する，行政上最

も重要な施策である」とされている。そして，農業イ

ンフラが被災した際には，被害拡大を防止し，より早

期に復旧を行うために農業農村災害緊急派遣隊（通称

「水土里災害派遣隊」）の体制が平成 21 年時点ですで

に整備されていた（図-7）。そこでは，災害時に被災

現場等で①初期情報収集，②緊急調査，③技術支援を

行うとともに，必要に応じ試験研究機関（農工研）等

への専門家の派遣要請を行い，合同で調査および支援

を実施することになっていた。

ここで大震災にどのような課題に遭遇したか，対応

段階ごとに表-1 に整理した。教訓としてまず注目す

べきは，被害の甚大さに比例して被害状況把握に時間

を要した点にある。人命災害に至った地元自治体で

は，人命救助・被災者救援が最優先となるからであ

る。迅速復旧に向けて適切な応急対応を行うために

は，大規模災害も想定した体制作りが必要である。そ
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図-6 グローバル視点からの防災教訓 図-7 水土里災害派遣隊の活動

表-1 大災害時の応急対応

段階 内容 大震災で遭遇した課題 教訓の改善

①災害発生 ○災害の規模（甚大性，広域性）

○都道府県・市町村等からの要請に

基づき派遣決定

・マスコミ報道では被害実相は分からない

・庁舎倒壊による連絡不能や災害応急対応

で派遣要請等ができない

・大災害を想定した体制不備

人命最優先で被災自治体に寄り添う防災

業務計画への見直し

②初期情報収集 ○被災状況の概要把握

○基本情報の収集等

・自治体の通信網のダウンおよび人命優先

対応で情報・伝達収集は不可能

・農業インフラの安全確認体制の脆弱性

・営業再開に向けた BCP不備

・俯瞰的災害情報に関する認識不足

災害情報共有および復旧支援システムの

構築

③緊急調査 ○災害規模等の調査

○応急対応の要否，工法指導等

・被災概要の認知度不足

・調査手段・手法が時代遅れ

・保守管理に関する経験と技術力不足

科学的知見や現場知の蓄積と ICTを活

用した防災・減災技術の向上

④技術支援 ○被害の調査，被害額算定に関する技

術支援

○応急対策，復旧工法の助言・指導等

・組織全体への災害実態周知不徹底

・災害経験および復旧技術情報不足

・人材・資源不足

災害現場知の蓄積・伝承および講習会・

研修・訓練等による人材育成



の場合，地域の防災・危機管理の主体となる自治体が

必要な情報のみを迅速に提供し，応急期の情報収集を

効率的に行うなど，しっかりと現地に寄り添えるよう

に事前準備を行っておくことが前提となる。

今後の，農業農村整備は「ストマネ時代」に突入し

ていく。そこでは，災害外力の影響を加味して，施設

寿命の延命化が必要である。そのため，農業インフラ

の災害情報と連動して，適切に外力による施設劣化を

評価する手法の研究が望まれている。

IV. 教訓を踏まえた農工研による支援活動

1. 人命最優先の技術支援

大震災では福島県内で3カ所のため池が決壊・氾濫

し，その内二つは須賀川市長沼地区（旧長沼町）内で

発生した。現在，地元では，自助・共助を基本とした

人命最優先の防災・減災体制作りに向けて「大震災と

藤沼湖の記憶をつなぐつどい実行委員会」を設けて活

動を行っている。筆者らは，同委員会の招きで「3.11

藤沼ため池の教訓」をテーマに講演を行い，5年前の

地震と決壊災害を振り返り，地域に寄り添った災害教

訓の伝承の大切さを共有した。

2. 災害情報共有と支援システム

大震災の発災直後に農工研は農村振興局防災課に図

-8 のようなため池ハザード情報の発信を行い，地震

動による大災害が想定されると喚起した。

図-8 大震災直後のため池ハザード情報

実際，震央から約 250 km離れた福島県中・南地域

で震度6強のエリアに被災ため池が集中する結果とな

り，情報発信の有効性が確認された。そのため，それ

以降，最大震度 5弱以上の地震が発生するたびに関係

農政局防災課などに対し，ため池と併せて基幹水利施

設および地すべりに関するハザード情報の発信を行っ

ている（図-9）。

さらに豪雨時は，地方自治体のため池防災関係者を

対象に，平成 26 年度よりメール配信を試験的に行っ

ており，実績として，これまでの2年間で約500 名の

配信先に対し延べ約 4万回発信している。

農工研は，図-10 のように自然災害時に国・県の要

請に基づき被災地に職員を派遣し，二次災害防止と迅

速復旧のための技術支援を行ってきた。特に大震災以

降は，被災地調査の結果を速報するとともに，大災害

の場合は農工研技報に特集号を組み農業インフラに対

する多様な被害形態を研究成果として取りまとめてき

た。それらは「進化する災害」の形態やメカニズムの

考察・記録であり，農業インフラの耐震・耐水・長寿

命化を図るための貴重な技術資料となっている。

3. 技術の集積と ICT の活用

大震災を機に，防災・減災および復旧・復興に関す

る技術基準書などの改定・見直しが進んでいる。農工

研では，平成 23 年度から 5年間に延べ 148 の関係委

員会などに対し，延べ185名の研究者を参画させて技

術集積に貢献している。

また，被害実態の迅速な把握が二次災害防止とその

後の円滑な復旧には不可欠である。農工研では災害時

に迅速な情報の記録および共有を行えるように，官民

連携新技術研究開発事業を活用し，農村部での利用を

想定したモバイル GISである「iVIMS」や無人飛行機

（写真-2）による測量システムなどの開発研究に取り

組んでいる。

4. 災害現場で役立つ情報のあり方と人材育成

平成 26 年度より農工研では，ため池防災情報支援

報文・東日本大震災の教訓を踏まえた農工研の技術支援
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図-9 大震災後のため池などのハザード情報提供

図-10 農工研への災害派遣要請支援（延べ人数）



システム構築に関する実証開発研究（以下，「SIPため

池防災」という）を開始した。ここでは，地元自治体

の防災・危機管理担当者とため池管理者も参加し，い

かにして災害現場で役立つ防災情報を生成・提供・共

有するかについて，現場での机上訓練などを通じて検

討している。そして，これら成果は，農工研が実施す

る農村防災・減災技術者育成研修，ため池減災技術講

習会などでの技術普及や人材育成に活用されている

（写真-3）。

写真-3 左：ため池減災技術講習会，

右：机上訓練（SIPため池防災）

V. お わ り に

農業土木の新たなミッションである防災・災害対応

に関連し，平成 28 年 4 月より農工研には「災害対策

調整室」が新設された。今後の技術支援のあり方は，

これまでの災害時の記録，研究成果情報の発信と併

せ，地域の農業インフラが大災害に見舞われた際に，

農業土木技術者が「わがこと感」を持って防災・災害

対応できる人材となれるよう支援することであると考

えている。そのためには，ダム・ため池などの災害誘

因施設や排水機場，農道，地すべり防止施設などの減

災施設のあり方，農業インフラに係る組織体制のあり

方，災害時に市・県・国が情報共有可能な農村防災情

報システムなどの早急な検討が必要である。
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写真-2 UAVによるため池土砂災害測量写真


